
第11回 山梨活性化サロン 基調講演資料

� 202２年１２月 山梨県 リニア未来創造局

二拠点居住推進課 長田
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○ 二拠点居住の取り組みについて 

地方創生とは、「少子高齢化の進展に的確に対応し、⼈⼝の減少に⻭⽌めをかけると 
ともに、東京圏への⼈⼝の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保 
して、将来にわたって活⼒ある⽇本社会を維持していくことを目指すもの」 

◎ 自治体の地方創生に影響を与えた（といわれている）出来事  

○ H26 ⽇本創成会議「⼈⼝減少問題研究会報告」  
通称︓増⽥レポート（元総務⼤⾂） 
２０４０年に896自治体が消滅する可能性を示唆 

移住施策における自治体間競争の激化  

○ R2〜 新型コロナウイルス感染症の拡大  
・テレワークの急速な浸透 
・働き方・価値観の変化 

「地方創生テレワーク」・「転職なき移住」（国）
二拠点居住の推進（本県）
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○ 定義
人口の再生産力 ＝ 「２０〜３９歳の若年⼥性」と考え、２０１０年〜２０４０年にかけて

２０〜３９歳の⼥性⼈⼝が５割以下に減少する市町村を指す。

○ 都市数
・ 全国１７９９市町村（福島県を除く）のうち８９６自治体にのぼる。

・ 更に、総人口が１万人未満の市町村は、５２３自治体「消滅の可能性が高い」とされた。

○ 問題点
・ 消滅可能性都市では、出生率が多少上がっても⼥性の絶対数が減少するため人口減少に⻭
止めがかからず、問題を解決するには、直ちに２．８の出生率の増加が必要だが実現困難

・ ２０〜３９歳の若者が、出生率１．１％の首都圏への転入超過にあるため、世界に例を見
ない人口減少に拍車をかけている。

日本の少子高齢化・人口減少社会問題に一石を投じた
「通称：増田レポート 消滅可能性都市」とは
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出展︓国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所 「日本の地域別将来推計⼈⼝より」

⼭梨県内市町村の状況
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山梨県 人口の将来展望①（推計値）

○ 将来の⼈⼝は、今の⼈⼝の年齢構成をもとに推移していくものであるため、当
⾯の大きな流れとしては減少が継続せざるを得ない。

〇 Ａパターン（現状継続）なら2040年は約64万⼈、2060年は約47万⼈（高齢化率
43.5％）で加速度的減少へ。

⇔ これを、政策効果で2040年は約69万⼈、2060年は約59万⼈に。（Ｂパターン）
高齢化率は34.7％に低減で、持続可能な⼈⼝構成へ。
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出展︓内閣府 「まち・ひと・しごと創⽣⻑期ビジョン（R元年改訂版）及び第２期まち・ひと・しごと創⽣総合戦略（概略版）」
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これまでの⼭梨県の移住関係の取り組み

・H18.6 グリーンカフェやまなし（移住相談）
〔富士の国やまなし館内〕

・H20.4 やまなしU･Iﾀｰﾝ就職支援室（就職相談）
〔東京事務所内〕

・H24.4 定住⼈⼝確保対策プロジェクトチーム設置
・H25.6 やまなし暮らし支援センター開設
・H30.7 ⼈⼝対策アクティブネットワーキングやまなし開始
・R元.10 ふるさと⼭梨定住機構設置
・R3.4 やまなし二拠点居住推進センター開設

○上記の相談窓⼝の設置に加え、セミナー等のプロモーション事業や受入体制整備などを実施
○若年層、子育て世代をターゲットとした事業が多かった。
○移住に必要な、住むところ＋働くところ がセットとなっていた。
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山梨県 移住支援金制度について
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移住前要件

・直前１０年間のうち５年以
上、東京２３区内に在住・通勤
等

・県マッチングサイトの掲載求人
に就職

・移住元の仕事をテレワークで継
続 等

移住後要件

・移住先の市町村から世帯当たり１００万円
さらに 子ども一人当たり ３０万円を加算して交付

※ 単身は６０万円
※ 移住支援金制度は昭和町は除く。子育て加算は上野原市は除く。
※ 移住先市町村に５年以上の在住が条件

Ｒ２ ７件 Ｒ３ ３３件 Ｒ４ ４２件（Ｒ４．１１現在）

実績

約８割がテレワーカー 合計１７０人超が移住！



山梨県移住支援・就業マッチングサイト
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掲載例

・県内に拠点を有する中小企業の求人を無料掲載
・掲載可能な求人は、週２０時間以上の無期雇用

・ご興味があれば二拠点居住推進課へ



出展︓NPO法⼈ふるさと回帰支援センター 20220202 ニュースリリースより
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新型コロナウイルス感染症の拡大により、社会のあらゆ
る面で根本的な転換が求められる中、テレワークが急速に
普及

テレワークの普及等により地方へのニーズが高まる中で
実際に地方部へと拠点を移す動きが加速
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新型コロナウイルス感染症による生活意識の変化１

○新型コロナウイルス感染症の影響により、⼈々の意識が変化。地方への関心が高まっている。

出典︓総務省 新型コロナウイルス感染症の影響下における⽣活意識・⾏動の変化に関する調査（R2．6） 16



○ テレワークが急速に浸透し、就業者の１０％以上が全ての仕事をテレワークで
実施してることを回答。

○ オフィスに出勤しなくとも働ける＝どこに住んでも今の仕事ができる層の拡大
都心の会社に務めながら⼭梨に住むという選択が可能になる時代に

出典：内閣府「第3回新型コロナウイルス感染症の影響下における
生活意識・行動の変化に関する調査」（2021年6月4日）

地域別のテレワーク実施率（就業者）

新型コロナウイルス感染症による生活意識の変化２
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〈移住・定住や二拠点居住に関わる⼭梨県の現状〉

2021年10月26日
山梨日日新聞1面より



新型コロナウイルス感染症による企業の動き

地方創生有識者懇談会資料 令和3年9月21内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局資料
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やまなし二拠点居住推進戦略 〜二拠点居住推進のための考え方と施策・事業〜（概要）

 戦略の作成

「ま ち」︓受⼊基盤・インフラの整備
「ひ と」︓スムーズな受⼊体制の構築
「しかけ」︓企業等に向けた本県への誘導

リニア開業など他県にはない優位性を⽣かしながら、一極集中から
分散への流れを確実につかみ取る

ワーケーションもその段階的取り組みとして捉えつつ、「二拠点居
住」について推進

キーワード「やさしい」︓自然が豊かで⼈に優しい・東京圏との⾏き来も容易 ＋ 手厚いサポート

※本県の高付加価値化を図るための主な施策
・基盤的な⽣活環境の整備 ・ブランディングの推進 ・文化芸術の活用や美食ブランドの創造

（捉えるべき社会の変化）
テレワークが都市部を中心に急速に普及
ワーケーションへの注目や、地方部へ拠点を設ける動きが加速

重点ターゲット テレワークに積極的に取り組んでいる大企業やスタートアップ企業

（推進の意義）
・⼈⼝の増加
・雇用の増加、地域の産業と結びついた新たな経済活動の創出など、
地域経済の活性化や住⺠⽣活の豊かさの向上

・感染リスク低減による都市部と地方部のWin-Winの関係の構築
・QOLの向上

《イメージ》
平日でも地方部の良好な環境
で⽣活しながらテレワーク
し、必要に応じて都市部の拠
点で⽣活・出社
※従来の二地域居住
平日は都市部で⽣活・出社、
休日は地方部で趣味の時間を過ごす

市町村や関係団体と連携し、地域特性等も踏まえながら二拠点居住
のさらなる推進を図っていくため、その基本的な考え方を共有する
とともに、取り組みの参考となるよう、二拠点居住推進のための考
え方と施策・事業について取りまとめ

STEP1︓興味・関心
STEP2︓訪問・滞在
STEP3︓二拠点居住・移住

Ⅱ.二拠点居住推進の施策・事業

都市部と地方部の双方に⽣活と仕事の拠点を持つライフスタイル

本県が様々な分野での取り組みにより高付加価値化され、二拠点居住の最も有⼒な選択肢となるよう、全庁
横断的に取り組みを推進

切れ目の無い
充実した施策展開

 二拠点居住の推進

 ポストコロナ時代の新たな社会ビジョン

「二拠点居住」

Ⅰ.趣旨・経緯
 基本的な考え方

 施策の全体像

３
つ
の
視

点
３
つ
の
段

階

本県のあるべき姿︓「自然⾸都圏」

首都機能維持のための
強靭な社会システムの構築が必要

• 新たな感染症のパンデミック
• 地震などの災害リスク

（必要となる新たな社会システム）

20



推計結果

○ 首都圏都市部に住所があり、住所地とは別に山梨県内に生活拠点を持っている人

○ 県内で何らかの仕事をしている人

○ 介護・療養・単身赴任・帰省を目的としていない人

当県の二拠点居住の定義＝「都市部と地方部の双方に生活と仕事の拠点を持つライフスタイル」

に沿って対象を設定

推計約 64,000人（出現率0.366％→対象人口約17,484,000人×0.366％）

【参考】○ 国土交通省 令和２年９月調査

「首都圏都市部から都市部以外の地域への関係人口（訪問系）」

全国で推計2,910,000人⇒当県を全体の2.6％※1と仮定すると、75,700人程度

○ (一社)不動産流通経営協会 令和２年７月調査

「日本全国から別の地域（全国）へ複数拠点生活を行っている人」

全国で推計6,170,000人⇒当県を全国の１％※1と仮定すると、61,700人程度

○ 総務省統計局 平成30年住宅・土地統計調査

当県の別荘戸数14,500戸⇒世帯人数2.4人/戸※2と仮定すると、34,800人程度

※1 2020年住基台帳報告の移動者数では、東京圏から当県／東京圏から都市部以外＝2.6％
全国から当県／全国から全国＝１％

※2 平成30年常住人口調査より

本県の二拠点居住に係るインターネット調査結果について

令和３年８月１２～１６日に調査実施

21



二拠点居住者の傾向

Ｑ３．山梨県内に一年のうち合計何日程度／どれくらいの頻度で訪れているか？

半数以上は年間９０日以上滞在している。また、約半数は月１～２回の頻度で来県している。

Ｑ４．山梨県内ではどのような住居に居住しているか？

二拠点居住者の６割以上の人が自己所有の物件で拠点を構えている。
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二拠点居住者の傾向

Ｑ５．年代は？

大半は２０～５０代の現役世代となっている。年代に偏りはない。
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〈移住・定住、二拠点居住推進に向けた取組〉

・令和３年４月１日 県内でのサテライトオフィス
設置や、テレワークを検討している企業等の窓⼝
として、山梨県東京事務所内に開設

・企業誘致や移転支援活動、ニーズの把握等を実施
（ex.県内におけるサテライトオフィス等のお試し

体験を支援する補助金を設置し、利用促進）
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アクセス良好の魅力 自然環境での魅力 多彩な食の魅力
あずさで新宿から90分
リニアが開通したら30分

「富士山」という最大なる資産
風光明媚で暮らしやすい環境

経営層にささる「甲州ワイン」
美食家が集う多彩な食文化

首都圏からの近さ 圧倒的な心地よさ 会話が弾む美食文化

右脳と左脳が刺激され、事業アイデアやクリエイティビティに直結
25



サテライトオフィス等
お試し体験補助金

県内ワーキング
スペースの情報提供

地方自治体・地域企業・
コミュニティの紹介

企業移転事例
の情報提供

県内オフィス物件
の情報提供

⼭梨県施策における⽀援内容

オフィス移転に関する
補助金

セミナー ワーケーションツアー

補助⾦ 情報提供 学び・繫がり
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二拠点居住施策状況

興味・関心 訪問・滞在 二拠点居住・移住

企業へのアプローチ
（R3パソナJOBHUB）

・20,000社以上
（延べ40,000社程度）
に情報発信

・テレワークに積極的に
取り組む企業に対して
メール等で周知。セミ
ナーの開催等も実施。

企業訪問等
（二拠点居住推進センター）

・１7９社、延べ２1３社の
企業訪問(R3年度）
・担当者に直接県の施策
や魅力を紹介。
・ニーズに沿って、担当部
署への情報提供等適宜
実施

本県の環境体験
（重複分は除く）

テレワーク等お試し補助
交付決定(中止除) 2５社

＋
ツアー参加 １５社

（ほかオンラインツアー 1０社）

移転・拠点設置等

８社

※ 10人未満 環境保
全事業（韮崎市）

※ 10人未満 広告業
（山梨市）

※ 10人未満
コンサルティング（北杜市）

※ 10人未満 サービス業
（宿泊施設のサブスク
リプション）（北杜市）

※企業規模（重複除く）
１０人未満 １８社
10～50人 １3社
50～100人 3社
100人以上 ６社

※業種（重複除く）
情報通信業 14社
コンサルティング 13社
（設計含む）
観光サービス ３社
金融業 2社
その他サービス ８社
（芸能・サブスク・農業等）

※ 10人未満 卸売・小売業
（南ｱﾙﾌﾟｽ市）

2022.4.1時点

※ 15人 コンサルティング
（甲府市）

※ ６８人 製造業
（甲府市）

※ １７人 飲食業
（韮崎市）
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 八ヶ岳を始めとした
美しい山々が多い

 移住者が多い
 別荘地としての活用も多い
 アート系人材も豊富
 有機農業が盛んである
 山間部だが雪が少ない

中北地域

峡南地域

峡東地域
 甲州を中心にワイナリーが充実
 標高などの立地が良く、果物の生産が盛ん
 県内を代表する「ほったらかし温泉」がある

富士・東部地域
 都心から電車でも車でもアクセスが良い
 富士山や河口湖といった環境も良い
 県外からの企業移転事例が最も多い

 日蓮宗の総本山があり、
寺社仏閣が多く神秘的である

 地場固有の珍しい野菜がある
 「何もない」というのが魅力で

座禅や瞑想なども人気
 中部横断自動車道の開通で車で行きやすい
 温泉もある

小菅村へ移転

都留市で起業

富士吉田市へ移転

富士河⼝湖町へ移転

NXアグリグロウ株式会社

北杜市で新規事業参入

小菅村に研究所

（地図参考）https://yamanashi-jyouhou.net/yamanashi-

map/ 28
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デジタル⽥園都市国家構想推進交付⾦
〜⼭梨県の取り組み〜

1. データ連携の基盤構築
2. 県の統計データやオープ
ンデータ等の登録

3. ポータルサイトへのデー
タ連携
① 移住定住総合ポータルサ

イト
② 感染症ポータルサイト

4. ダッシュボード機能によ
るデータ提供
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デジタル⽥園都市国家構想推進交付⾦
〜ポータルサイトへのデータ連携〜

データ
連携基盤

API

空き家情報

施設情報
情報

医療情報等

様々な施設を一括して地図表示

陽性者情報
等

データ
連携基盤

API

発⽣状況等の表やグラフを自動更新
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⼭梨県版 オウンドメディア 「ハイクオリティやまなし」
特設サイト「Y-charge]
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ご静聴ありがとうございました。
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